別記
第１号様式（第５条関係）
第　　　　　号
平成　　年　　月　　日
高知県知事　　　　　　　様
住　所
氏　名　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 生年月日　
補　助　金　交　付　申　請　書
高知県補助金等交付規則第３条及び平成28年度高知県地域災害拠点病院施設整備費補助金交付要綱第５条の規定により、高知県地域災害拠点病院施設整備費補助金の交付について、下記のとおり関係書類を添えて申請します。
記
１　補助金交付申請額　　　金　　　　　　　　　　　円
２　申請額算出調書（別紙１）
３　事業計画書（別紙２）
４　補助事業に係る収支予算書（見込み書）の抄本
５　添付資料
　（１）補助対象区域の工事設計図
　（２）工事仕訳書
　（３）（１）及び（２）に掲げるもののほか、参考となる資料
別紙２
事業計画書
	事業区分
	地域災害拠点病院

	計画年度
	　　　　年度


	開　　設　　者
	施　　設　　名
	所　在　地

	　
	　
	　

	延床面積
	管理棟
部門
	サービス棟部門
	病　　　 棟　　　 部　　　 門
	診療部門
	そ の 他
	合　　計

	
	
	
	一　般
	療　養
	結　核
	精　神
	感染症
	小計
	
	
	

	
	　　㎡
	㎡

	－
	－
	－
	－
	－
	㎡
床
	　　㎡
　
	㎡
　
	　　　 ㎡


	
	
	
	　　床
	　　床
	　　床
	　　床
	　　床
	
	
	
	


１病院の現況
	標榜診療科名
	臨床研修指定病院指定の有無
	救急告示の有無
	救命救急センターの指定の有無

	内科・精神科・神経科・循環器科・小児科・外科・整形外科・脳神経科外科・皮膚泌尿器科・産婦人科・眼科・耳鼻咽喉科・ﾘﾊビﾘﾃｰｼｮﾝ科・歯科・その他（　　　　　　　　　　　　　　）
	有 (　年　月　日指定)

無
	有 (　年　月　日告示)

無
	有(　年　月　日指定)

無


	耐震構造の有無
	備蓄倉庫の有無
	自家発電装置の対応時間
	受水槽対応時間
	診療予備室の広さ
	研修室の広さ
	広域災害・救急医療情報システムの端末

	有 （部門　　　 ）

無
	有 （　　　　 ㎡）

無
	KVA　　時間(日)
	時間(日)
	（　　　　　㎡）
	（　　　　　㎡）
	有　・　無


	ヘ　　リ　　ポ　　ー　　ト　　の　　状　　況

	病院敷地内
病院敷地外
（場　所：　　　）
	所有者：
（　　　　　　）
	病院までの距離：　　　　　　　　　　

　　　　　　　　㎞
	地表
屋上
	公 共 用　・　非公共用　・　臨　　時　　
（整備年度　　　年度）
	広さ：
長さ　　ｍ×幅　　ｍ


２．整備事業計画等の概要
	整備事業期間
	全　　体　　事　　業
	補助事業部分に係る当該年度予定期間

	
	着工平成　　年　　月～竣工　　年　　月
	着工平成　　年　　月～竣工　　年　　月

	事業の種別
	移転新築　・増　　築　・改　　築・
増 改 築　・その他（　　　　　）
	整備の内訳
	補　強　・　備蓄倉庫・　自家発電装置

・受水槽・　研修スペース　・ヘリポート

	構造の種類
	
	敷地の状況
	自己所有地　・借　地・自己所有地及び借地
	
	


３．各整備の規模、シミュレーション等
（規模、災害時に何日分維持できるかなどを記入すること。）
	

	延床面積
	管理棟
部門
	サービス棟部門
	病　　　 棟　　　 部　　　 門
	診療部門
	そ の 他
	合　　計

	
	
	
	一　般
	療　養
	結　核
	精　神
	感染症
	小計
	
	
	

	
	　　㎡
	　　㎡
	－
	－
	－
	－
	－
	㎡
	　　㎡
　
	　　㎡
　
	　　㎡


	
	
	
	　　床
	　　床
	　　床
	　　床
	　　床
	床
	
	
	


４．整備事業完成後の概要
５．その他の参考事項
	災害時の対応機能
	多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の重篤救急患者への対応機能
	患者搬送への対応機能
	救護チームの派遣機能

	体制等内容
	診察室（ICU等）：
	患者搬送車の確保体制：
	派遣車両の確保体制：

	
	医療従事者：
平常時（医師　人、看護師　人、　）
災害時（医師　人、看護師　人、　）
	患者搬送スタッフ体制：
医師　人、看護師　人、

運転手　人、その他　人
	派遣スタッフ体制：
医師　人、看護師　人、

事務員　人、薬剤師　人、
その他(　　人)

	
	受入れ可能患者数：
平常時　　　人、災害時　　　人

（うち重篤救急患者：平常時　人、

災害時　　　人　）
	その他（特記事項）：
	その他（特記事項）：

	
	その他（特記事項）：
	
	


	勤務医師数
	地域対象人口
	過　去　の　国　庫　補　助　の　有　無

	　　　　　　人
	　　　　　千人
	　有（　　　年度　　　千円　　　　　　　　事業）　
　無


６．特定地域振興法の指定状況（該当する法律の番号を囲むこと。）





（１）過疎地域自立促進特別措置法第２条第１項
（２）離島振興法第２条第１項
（３）山村振興法第７条第１項　　　　　　　
（４）豪雪地帯対策特別措置法第２条第１項及び第２項
（５）該当なし











７．提出書類

参考として次の資料を添えること。

（１）当該地域災害拠点病院の整備前と整備後の建物配置図

（２）整備区域を含む建物ごとの整備前と整備後の平面図（Ａ版で作成のこと。）

（３）県全域における全災害拠点病院の位置が示された地図

（４）見積書

地域災害拠点病院施設整備事業計画書作成にあたっての留意事項
１．施設整備事業計画書
（１）病院の現況

○延面積については、次によること。
・「管理部門」とは、院長室、事務室、応接室、会議室等、専ら病院の職員が使用し、患者が立ち入らない部門
・「サービス部門」とは、汽かん室、電気室、炊事関係室、中央食堂等の病院職員及び患者に対してサービスを提供する部門
・「病棟部門」とは、病室及びその付属部門で、専ら入院患者の用に供する部門。なお、「一般、療養、結核、精神、感染症」欄には、医療法上の許可病床数を記入し、「計」欄の上段に面積、下段に病床数を記入すること。
・「診療部門」とは、表玄関、診察室及び処置室等外来患者の専用に供する部門、検査室、エックス線室、手術室、病理解剖室、中央材料室等各科の外来患者及び入院患者のための用に供する部門
・「その他」とは、前述の各部門間をつなぐ渡り廊下、医師住宅、看護師宿舎、車庫等上記以外のもの
○耐震構造の有無欄は次によること。
・診療部門、病棟部門が昭和５６年以降の建築（建物面積が過半数の場合を含む）又は耐震補強した場合に有と記入し、耐震構造がなしと記入した場合は、建築、補強等の考え方を空欄に記入すること。
○自家発電装置の対応時間欄については、容量と災害時（燃料が補給されない状態）における対応予定時間（日）を記入すること。（災害時における節約も含む。）

○受水槽の対応時間欄については、容量と災害時（災害時における節約も含む。）における対応予定時間（日）を記入すること。
（２）整備事業計画等の概要
○「事業の種別」欄は次によること。
・移転新築：現状の建物が存在する敷地以外の更地に新たに建物を建築する場合
・増　　築：敷地内の既存の建物に建増する場合及び敷地内に別に建物を新築する場合
・改　　築：従前の建物を取り壊して、これと位置・構造・階数・規模がほぼ同程度のものを建築する場合。なお、全面改築であって、従前のものと著しく異なるときは、その他の欄に「全面建替」と記入すること。

・そ の 他：前述の外に耐震構造にするための補強工事の場合
○「構造の種類」欄には、鉄筋コンクリート、ブロックの別を記入すること。
（３）その他の参考事項

○「多発外傷、……の重篤救急患者への対応機能」欄は次によること。
・診療室(ICU等)　　：医療法上許可された集中治療室の数を記入すること。
・医療従事者　　　　：平常時については、休暇等を考慮し平日における１か月の一日平均従事者数を小数点第一位で四捨五入し整数で記入し、災害時については、休暇等を考慮しないで最大限導入できる従事者数を整数で記入すること。
・受入れ可能患者数　：平常時については、医療法承認病床数の範囲内で記入し、災害時については、災害時における患者の多数発生時に対応可能なスペース及び簡易ベッド等を考慮して記入すること。
・（内重篤救急患者数）：平常時については、医療法上許可された集中治療室の数を記入し、災害時については、災害時における患者の多数発生時に対応可能なスペース及び医療ガスの配管等を考慮して記入すること。
○「患者搬送への対応機能」欄は次によること。
・患者搬送車の確保体制については、現在患者搬送車を所有しているか又は災害時における災患者搬送車の確保状況について記入すること。
・患者搬送スタッフ体制については、災害時における患者搬送の役割を決めているスタッフの員数を記入すること。

○「救護チームの派遣機能」欄は次によること。
・派遣車両の確保体制については、現在派遣車両を所有しているか又は災害時における派遣車両の確保状況について記入すること。
・派遣スタッフ体制については、災害時における派遣の役割を決めているスタッフの員数を記入すること。
○「勤務医師数」については、直近の医療監視における常勤職員数と非常勤職員数の常勤換算した合計を小数点第一位で四捨五入し整数で記入すること。
○「地域対象人口」については、当該二次医療圏の直近の人口を記入すること。
○「過去の国庫補助の有無」については、平成８年５月１０日健政発第４３５号厚生省健康政策局長通知「災害拠点病院整備事業について」に基づいて行う地域災害拠点病院の整備事業について記入すること。
第２号様式（第６条関係）
第　　　　　号
平成　　年　　月　　日
高知県知事　　　　　　　様
住　所
氏　名　　　　　　　　　　　印
工　事　着　工　報　告　書
平成　　年　　月　　日付け高知県指令　　　　第　　　　号で補助金の交付の決定がありました高知県地域災害拠点病院施設整備事業について、下記のとおり着工しましたので、平成28年度高知県地域災害拠点病院施設整備費補助金交付要綱第６条第２号の規定により、報告します。
記
１　医療機関名
２　所在地
３　建物の構造及び面積
４　事業費総額
５　契約状況
　　（１）契約年月日
（２）着工年月日
（３）完成予定年月日
第３号様式（第６条関係）
第　　　　　号
平成　　年　　月　　日
高知県知事　　　　　　　様
住　所
氏　名　　　　　　　　　　　印
補 助 事 業 変 更（ 中止・廃止 ）承 認 申 請 書
平成　　年　　月　　日付け高知県指令　　　　第　　　　号で交付の決定がありました高知県地域災害拠点病院施設整備費補助金について、下記のとおり変更したいので、平成28年度高知県地域災害拠点病院施設整備費補助金交付要綱第６条第３号（第４号）の規定により、関係書類を添えて申請します。
記
１　変更内容及び変更理由
２　申請額算出調書（別紙１）
　　　（注）当初の補助金交付申請書別紙１に変更があった箇所について、上段に括弧書きで変更前の内容を記入してください。
３　事業計画書（別紙２）
　　　（注）当初の補助金交付申請書別紙２に変更があった箇所について、上段に括弧書きで変更前の内容を記入してください。
４　補助事業に係る収支予算書（見込み書）の抄本
　５　添付資料
　　　（注）次に掲げるもののうち、当初の補助金交付申請書から変更があるもののみ提出してください。
　　　　（１）補助対象区域の工事設計図
　　　　（２）工事仕訳書
　　　　（３）歳入歳出予算書の抄本
　　　　（４）（１）から（３）までに掲げるもののほか、参考となる資料
第４号様式（第８条関係）
第　　　　号
平成　年　月　日
　高知県知事　　　　　　　　　様
　　　申請者　　住所　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　印　

　
平成28年度高知県地域災害拠点病院施設整備事業指令前着手届
　下記事業について、別記条件を了承の上、下記のとおり指令前に着手したいので、平成28年度高知県地域災害拠点病院施設整備費補助金交付要綱第８条の規定により届け出ます。
記
１　事業内容　　　　平成28年度高知県地域災害拠点病院施設整備事業
２　事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
３　着手予定年月日　　　平成　　　年　　月　　　日
４　しゅん工予定年月日　平成　　　年　　　月　　　日
５　指令前着手を必要とする理由
　　　
別記条件
１　補助金の交付指令を受けるまでの期間に、天災地変等の事由によって、実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は、補助事業者が負担すること。
２　補助金の交付指令を受けた補助金額が、交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議を申し立てないこと。
３　事業の着手から補助金の交付指令を受けるまでの期間内は、当該事業の計画変更を行わないこと。
第５号様式（第９条関係）
第　　　　　号
平成　　年　　月　　日
高知県知事　　　　　　　様
住　所
氏　名　　　　　　　　　　　印
事　業　実　績　報　告　書
平成　　年　　月　　日付け高知県指令　　　　第　　　　号で（変更）交付の決定がありました高知県地域災害拠点病院施設整備費補助金について、補助事業が完了しましたので、平成28年度高知県地域災害拠点病院施設整備費補助金交付要綱第９条第１項の規定により、下記のとおり関係書類を添えて報告します。
記
１　精算額算出調書（別紙１）
２　事業実績報告書（別紙２）
　３　工事契約金額報告書（別紙３）
４　補助事業に係る収支決算書（見込み書）の抄本
５　添付資料
工事請負契約書の写し（請負の場合）又は支払領収書の写し（直営の場合）
　
振込先金融機関
口座種別
口座番号
口座名義人
別紙２

事業実績報告書
	事業区分
	地域災害拠点病院

	計画年度
	　　　　年度


	開　　設　　者
	施　　設　　名
	所　在　地

	　
	　
	　


２．整備事業計画等の概要
	整備事業期間
	全　　体　　事　　業
	補助事業部分に係る当該年度予定期間

	
	着工平成　　年　　月～竣工　　年　　月
	着工平成　　年　　月～竣工　　年　　月

	事業の種別
	移転新築　・増　　築　・改　　築・
増 改 築　・その他（　　　　　）
	整備の内訳
	補　強　・　備蓄倉庫・　自家発電装置

・受水槽・　研修スペース　・ヘリポート

	構造の種類
	
	敷地の状況
	自己所有地　・借　地・自己所有地及び借地
	
	


３．各整備の規模、シミュレーション等

	


（規模、災害時に何日分維持できるかなどを記入すること。）
	延床面積
	管理棟
部門
	サービス棟部門
	病　　　 棟　　　 部　　　 門
	診療部門
	そ の 他
	合　　計

	
	
	
	一　般
	療　養
	結　核
	精　神
	感染症
	小計
	
	
	

	
	　　㎡
	　　㎡
	－
	－
	－
	－
	－
	㎡
	　　㎡
　
	　　㎡
　
	　　㎡


	
	
	
	　　床
	　　床
	　　床
	　　床
	　　床
	床
	
	
	


４．整備事業完成後の概要
５．その他の参考事項
	災害時の対応機能
	多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の重篤救急患者への対応機能
	患者搬送への対応機能
	救護チームの派遣機能

	体制等内容
	診察室（ICU等）：
	患者搬送車の確保体制：
	派遣車両の確保体制：

	
	医療従事者：
平常時（医師　人、看護師　人、　　　）
災害時（医師　人、看護師　人、　　　）
	患者搬送スタッフ体制：
医師　人、看護師　人、

運転手　人、その他　人
	派遣スタッフ体制：
医師　人、看護師　人、

事務員　人、薬剤師　人、
その他(　　　人)

	
	受入れ可能患者数：
平常時　　　人、災害時　　　人

（うち重篤救急患者：平常時　　人、

災害時　　　人　）
	その他（特記事項）：
	その他（特記事項）：

	
	その他（特記事項）：
	
	


	勤務医師数
	地域対象人口
	過　去　の　国　庫　補　助　の　有　無

	　　　　　　人
	　　　　　千人
	　有（　　　年度　　　千円　　　　　　　　事業）　
　無


６．特定地域振興法の指定状況（該当する法律の番号を囲むこと。）

（１）過疎地域自立促進特別措置法第２条第１項
（２）離島振興法第２条第１項
（３）山村振興法第７条第１項　　　　　　　
（４）豪雪地帯対策特別措置法第２条第１項及び第２項
（５）該当なし
７．提出書類

参考として次の資料を添えること。

（１）当該地域災害拠点病院の整備前と整備後の建物配置図

（２）整備区域を含む建物ごとの整備前と整備後の平面図（Ａ版で作成のこと。）

（３）県全域における全災害拠点病院の位置が示された地図

　（４）見積書






地域災害拠点病院施設整備事業実績報告書作成にあたっての留意事項
１．実績報告書

（１）整備事業計画等の概要

○「事業の種別」欄は次によること。
・移転新築：現状の建物が存在する敷地以外の更地に新たに建物を建築する場合

・増　　築：敷地内の既存の建物に建増する場合及び敷地内に別に建物を新築する場合
・改　　築：従前の建物を取り壊して、これと位置・構造・階数・規模がほぼ同程度のものを建築する場合。なお、全面改築であって、従前のものと著しく異なるときは、その他の欄に「全面建替」と記入すること。
・そ の 他：前述の外に耐震構造にするための補強工事の場合
○「構造の種類」欄には、鉄筋コンクリート、ブロックの別を記入すること。

（２）その他の参考事項










　○「多発外傷、……の重篤救急患者への対応機能」欄は次によること。
・診療室(ICU等)　　：医療法上許可された集中治療室の数を記入すること。
・医療従事者       ：平常時については、休暇等を考慮し平日における１か月の一日平均従事者数を小数点第一位で四捨五入し整数で記入し、災害時については、休暇等を考慮しないで最大限導入できる従事者数を整数で記入すること。
・受入れ可能患者数 ：平常時については、医療法承認病床数の範囲内で記入し、災害時については、災害時における患者の多数発生時に対応可能なスペース及び簡易ベッド等を考慮して記入すること。
・（内重篤救急患者数）：平常時については、医療法上許可された集中治療室の数を記入し、災害時については、災害時における患者の多数発生時に対応可能なスペース及び医療ガスの配管等を考慮して記入すること。
○「患者搬送への対応機能」欄は次によること。
・患者搬送車の確保体制については、現在患者搬送車を所有しているか又は災害時における災患者搬送車の確保状況について記入すること。
・患者搬送スタッフ体制については、災害時における患者搬送の役割を決めているスタッフの員数を記入すること。
○「救護チームの派遣機能」欄は次によること。
・派遣車両の確保体制については、現在派遣車両を所有しているか又は災害時における派遣車両の確保状況について記入すること。
・派遣スタッフ体制については、災害時における派遣の役割を決めているスタッフの員数を記入すること。
○「勤務医師数」については、直近の医療監視における常勤職員数と非常勤職員数の常勤換算した合計を小数点第一位で四捨五入し整数で記入すること。
○「地域対象人口」については、当該二次医療圏の直近の人口を記入すること。
○「過去の国庫補助の有無」については、平成８年５月１０日健政発第４３５号厚生省健康政策局長通知「災害拠点病院整備事業について」に基づいて行う地域災害拠点病院の整備事業について記入すること。
別紙３
第　　　　　号
平成　　年　　月　　日
高知県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
住　所
氏　名　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　施工業者
住　所
氏　名　　　　　　　　　　　印
工　事　契　約　金　額　報　告　書
発注者（委託者）○○○○と請負者（受託者）△△△△とは、◇◇◇◇工事に係る工事請負契約を次のとおり締結し、施行するとともに、補助金についてもこれに基づき算定したことを報告します。
	
	契 約 年 月 日
	金　　　　　　額

	当初○○工事請負契約
	平成　　年　　月　　日
	金　　　　　　　　　　円

	○○変更（追加）契約
	平成　　年　　月　　日
	金　　　　　　　　　　円

	
	
	


第６号様式（第９条関係）
第　　　　　号
平成　　年　　月　　日
高知県知事　　　　　　　様
住　所
氏　名　　　　　　　　　　　印
消費税及び地方消費税仕入控除税額報告書
平成　　年　　月　　日付け高知県指令　　　　第　　　　号で（変更）交付の決定がありました高知県地域災害拠点病院施設整備費補助金について、平成28年度高知県地域災害拠点病院施設整備費補助金交付要綱第９条第３項の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　医療機関の名称及び施設区分
２　内容
	高知県補助金等交付規則第12条の規定による補助金の確定額（補助金交付決定額）
	円

	事業報告時に減額した消費税仕入控除税額等
	(ａ)
円

	消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額等
	(ｂ)
円

	補助金返還相当額
	(ａ)－(ｂ)
円


（注）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳、国税還付金振込通知書
（写し）その他参考となる資料を添えてください。
